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国籍を問わず調停委員の任命を求める会長声明

今般、神戸地方裁判所及び神戸家庭裁判所から、当会が民事調停委員及び家事調

停委員の候補者として推薦した日本国籍を有しない会員各１名、計２名について、

民事調停委員及び家事調停委員として任命上申しない旨の回答があった。

これに対して、当会は、本日、最高裁判所に対し、この問題について神戸地方裁

判所及び神戸家庭裁判所に対する適切な司法行政上の監督権の行使を求めるため、

裁判所法第８２条、第８０条第１号に基づく不服申立を行った。

神戸家庭裁判所は、２００３年（平成１５年）以降、日本国籍を有しない会員に

ついて家事調停委員への任命上申拒否を繰り返してきた。今般が６回目の拒否であ

るところ、同裁判所からは、公権力を行使し国家意思の形成に参画する公務員であ

る調停委員の任命には日本国籍が必要であるとして、従前と全く同様、日本国籍を

有しないことのみを理由に任命上申をしないとの説明があった。また、神戸地方裁

判所からも、同様に、今般の民事調停委員不採用の理由は日本国籍を有しないこと

にあるとの説明があった。

当会では、２０１０年（平成２２年）２月 「国籍の如何を問わず調停委員の採、

用を求める会長声明」を発し、同年８月には「外国籍弁護士が調停委員に採用され

ない件に関する緊急声明」を発し、更に、同年１１月には「外国籍弁護士の調停委

員推薦が拒否された件に関する緊急声明」を発して裁判所の対応を繰り返し非難し

てきたところである。にも関わらず、残念ながら、この度も、裁判所から声明の趣

旨を無視する任命拒否が繰り替えされたため、これに対して強く抗議するため、改

めて本声明を発する次第である。

そもそも調停制度の目的は、市民間の紛争を当事者間の話し合いにより裁判手続

を経ずに解決することにあり、調停委員の職務は、専門的知識もしくは社会生活上

の豊富な知識経験を生かし、当事者の互譲による紛争解決を支援することにあって、

そこに強制的な契機はない。調停委員への就任は、その実質的な職務内容を見る限

り、公権力の行使というにはほど遠く、重要な施策の決定やこれへの参画としての
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側面も認められない。

また 「民事調停法 「家事審判法」並びに「民事調停委員及び家事調停委員規則、 」

」は、調停委員の任命資格として日本国籍を有することを要件と定めておらず、法

令上、調停委員に国籍要件は存在しない。

裁判所の対応は、法令に根拠のない基準を新たに創設し、当該公務員の具体的な

職務内容を問題とすることなく日本国籍の有無で異なる取扱をするものであって、

国籍を理由とする不合理な差別であり、憲法１４条に違反すると言わざるを得ない。

調停委員として真に必要な要件は、当事者の互譲による紛争の解決に向けて、専

門的もしくは社会生活上の知識経験や人格識見などを発揮できる者ということに尽

きるのであって、国籍の如何は問題とならないというべきである。

事実、最高裁判所は、１９７４年から１９８８年までの間、日本国籍を有しない

台湾籍の大阪弁護士会会員を西淀川簡易裁判所民事調停委員に任命していた例があ

り、この実例の存在は、外国籍の弁護士が調停委員となっても何ら不都合がないこ

とを如実に示している。

当会としては、今後も、日本弁護士連合会、近畿弁護士会連合会、同様の問題を

抱える他の単位弁護士会と連携しつつこの問題に取り組むとともに、不服申立手続

を通じ、調停委員の採用に国籍の如何を問わない体制の確立に向け、今後さらに働

きかけを強めていきたいと考えている。
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